	プラスチック製品製造業


生産・受注は堅調だが、原材料コストの高騰や調達難に対応した欠品対策による製造コストの圧迫等により、収益性は悪化し、先行き不安要素を抱えている。
厳しい経営状況の下で、原価低減や稼働率管理による製造方法の効率化を目的に管理情報システム導入は必須となる。また、先端的にIoTやロボット導入で効率化の成果を得られた企業がみられる。

業界の概要

プラスチック製品は、各種成形機により、プラスチックを成形した製品である。用途は、機械器具等の部品、日用雑貨、容器、建設材料、包装資材など多岐にわたる。

製法は、プラスチックの原料を熱溶解し、圧力を掛けて金型内に流し込み、冷却することにより成形したものを取り出す射出成形法が最も一般的である。複雑な形状、精密性が求められる部品・製品を安価に大量生産できることが最大の特徴である。
大阪の地位と特徴

大阪府内「プラスチック製品製造業（別掲を除く）」は、1,357事業所で、従業者数は30,179人、製造品出荷額等で7,063億円であり、全国に占める割合は、それぞれ11.0％、7.1％、6.0％である（経済産業省『平成29年工業統計調査』、4人以上）。
大阪府の製造品出荷額等は、愛知県、茨城県に次ぐ全国第３位であり、以下、埼玉県、静岡県、滋賀県と続いている。1事業所あたり製造品出荷額等では、大阪府は5.2億円で、愛知県10.7億円、茨城県16.1億円、最も高いのは滋賀県25.2億円であり、大阪府産業は小規模性が高い。

府内では、大阪市生野区を中心とした大阪市東部から東大阪市、八尾市に多く立地している。また、全国と比べて、電気機械器具部品や日用雑貨・食卓用品、容器などの出荷割合が高く、輸送機械器具用製品の割合が低いことが特徴である。本稿では、機械器具部品、容器の景気動向を主に捉える。
生産は回復している
全国の販売動向を「プラスチック製品統計」からみると、プラスチック製品販売金額は、平成26年から続く2年間は減少傾向にあったが、平成29年には増加した。本年平成30年に至っては、対前年同月比で増加傾向にある。
平成29年の受注分野別で販売金額が多い上位３製品は、「機械器具部品」、「フィルム・シート」、「容器」である。機械器具部品・フィルム・シートともに平成27・28年での減少幅が大きかったが、29年では増加に反転した。ただ、平成30年前半ではフィルム・シートはやや減少した。
全日本プラスチック製品工業連合会の『会員景況感調査報告（全国版）』自社業況に関するDI（前年同期比）によれば、平成29年4～6月期以降、増加傾向にあったが、平成30年4～6月期に減少に転じ、今期も継続する。
府内企業への聞き取り調査では、自動車部品の受注には計画生産により今のところ変化はみられないとのことである。ただ、広島市域における7月豪雨、大阪北部地震の影響により大手自動車メーカーの部品生産に関しては、一時期30％程度の受注減少に陥り、現在では取り戻しつつあるが受注に関するマイナス面での影響は続く。半導体関連、医療機器は横這い受注で順調だが、住宅設備関連では9月の台風被害による部品の特需が始まっているという。
生産コスト上昇により収益厳しく
生産コストについては、各種樹脂原材料価格が、原油高や社会情勢不安の影響により大幅に上昇基調である。ポリプロピレンでは、国内の大手工場が火災にて製造設備が損壊し、昨年から供給不足に陥ったことで、材料調達が困難となっていたが、今期では回復している。ただ、材料メーカーの製品種別の見直し、小ロット販売への不対応などにより、材料を仕入れる成形企業では、生産コスト上昇と調達不安が広がっている。
前掲の自社業況に関するDIによれば、「材料原価・単価」の増加は平成29年から今期まで継続しており、7～9月期では前期に続いて増加を選択する企業は、下落すると回答した企業数を６割程度上回り厳しい状況が続き、業界での最大の懸念事項となっている。
府内企業への聞き取り調査では、材料調達難を回避するために大量の材料在庫を保有することは経営を圧迫しかねないことから、メーカーや商社との条件見直し等をしながら、欠品対策に日々奔走しているという。汎用プラスチックの調達には、海外商社からの輸入による対応を拡大、エンジニアリング・プラスチックでは、調達先を複数化するなどして対策の手を打っているという。
また、前掲の会員景況感調査報告によれば、原材料に関して、「価格変動の情報が欲しい。材料費アップ分を製品単価に転嫁できるように働きかけられないか」、「原油高と最低賃金引き上げによる影響が大きい」、「材料原価が値上がりして商品価格を改訂せざるを得ない状況になり、影響が心配」、「原材料の小口着色料･配送料の量的基準が大きくなり、多品種少量生産がなりたたなくなっている」という。

現在のところ、資金繰りに問題はみられない
資金繰りに関しては、聞き取り調査を行なった範囲では、特に問題は生じていない。小規模企業でも財務状況が良好な企業に対しては金融機関側から借入れを増やして欲しいといった要望があるという。
ただ、前掲の自社業況に関するDI での「総合判断」にみられるように、7～9月期にはマイナス幅が拡大しており、先行き不安が出ていることから、将来的には資金繰り対策も必要である。
府内企業への聞き取り調査では、現在資金繰りには不安はないが、原価圧迫と材料調達に係る資金需要について事前対策が必要だとする意見が聞かれた。
採用には厳しさ
景気が堅調であったため、求職者数が減少し、生産人員の増員を計画しても、採用段階で応募者が全くないという企業が多い。
府内企業への聞き取り調査では、今後の事業継続の動きを見据えて、高校や大学の新卒採用を計画しているが、手詰まり感が強いという。また、採用の手段としては、府内の高等職業訓練校、ハローワーク、新聞広告、チラシなど多彩な手段を活用していても応募がない時期があるという。そんな場合は、コストは高いが、人材紹介会社を通じて紹介を受ける方法に頼らざるを得ないという。
IoT導入やロボット導入で生産性向上を図る
設備投資は、成形機の更新や追加導入、検査機器の充実などが進み、成形品質の向上に貢献している。
さらに、生産管理システムを導入し、品番管理や原価管理など管理レベルにも向上がみられる。加えて、生産人員が10名程度の小規模工場において、成形機にセンサーや無線装置をビルトインして、IoT化を進め、稼働状況の把握により原価低減を積極的に進める革新的な動きがみられる。一方、自動車部品製造工場ではそうした動きはそれほど確認できなかった。
また、成形の後工程である取出し作業や部品の配置整列に、ロボットを導入し効率化を図る方法は、規模が小さくてもスタンダードになりつつある。
今後の見通し

受注は堅調であるが、原材料価格は高騰し、調達難も懸念される。生産コストは上昇しているにも関わらず製品価格に転嫁できる状況には至っていない。小規模企業を中心に今後収益的には厳しい状況が到来するとみられる。
（松下　隆）
※前回の調査時期は、平成27年10～12月期
表１　プラスチック製品販売金額の推移（全国）
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販売金額 増加率 販売金額 増加率 販売金額 増加率 販売金額 増加率

平成26年 4,147,522 -0.9 1,225,755 -0.7 1,241,732 -0.4 431,498 -2.2

    27年 4,063,943 -2.0 1,192,876 -2.7 1,226,744 -1.2 419,458 -2.8

    28年 4,057,979 -0.1 1,188,467 -0.4 1,201,252 -2.1 427,010 1.8

    29年 4,211,361 3.8 1,264,577 6.4 1,231,199 2.5 438,887 2.8

平成30年 1～3月 1,044,612 3.2 336,657 7.4 288,717 -0.5 106,234 5.5

4～6月 1,063,127 2.0 321,567 4.5 303,016 -0.9 118,105 4.1

7月 368,857 2.4 111,197 3.2 105,937 0.5 41,917 5.8

8月 347,770 3.2 100,387 4.5 102,605 0.6 39,053 5.3

資料：経済産業省『プラスチック製品統計』

（注）「機械器具部品」「フィルム・シート」「容器」は上位3製品

増加率は対前年（同期）比
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表２　自社業況に関するDI（前年同期比）
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製品単価 採算
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製品在庫

材料原料

単価

総合判断

平成29年 4～6月 10.6 -6.4 -1.1 3.4 0.4 37.4 -4.2

7～9月 23.8 -6.6 -2.7 9.0 6.3 26.6 6.3

10～12月 20.9 -7.1 0.8 15.7 15.7 46.9 3.9

平成30年 1～3月 16.9 -6.5 -5.2 12.5 5.6 60.9 5.2

4～6月 13.7 4.7 -9.7 4.7 6.1 63.3 -4.7

7～9月 0.4 0.0 -18.6 1.1 -1.9 59.7 -15.3

資料：全日本プラスチック製品工業連合会『会員景況感調査報告（全国版）』、各四半期全国データ

（注１）各四半期版データからDI算出、DIは「増加（上昇、好転）割合」－「減少（下落、悪化）割合」
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